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１．序論 

地方部を中心として，現在少子高齢化等の人口に関する

問題が深刻化している．その様な中，一部では地方消滅と

いう指摘がされている 1)．この指摘は，結果的に地方部の

不安をあおるものとなった．実際に，上記の報道がなされ

るまでは特に問題のなかった地方部でも，不安があおられ

たことで早急に居住地を離れようとする居住者が発生した

ケースがあると指摘されている 2)． 
また上記の問題と並行して，児童・生徒数の減少による

学校の統廃合が実施され，学校数が減少し続けている．そ

の様な中2015年1月に，約60年ぶりに義務教育である小

中学校において，統廃合に関する手引きの改定案が作成さ

れた 3)．その内容は，以前の手引きと比較すると，より遠

方の学校と統廃合しやすくなっており，結果として学校の

統廃合検討を促す内容となっている． 
実際に小学校を例に現状を見ると，全小学校の内，約半

数の小学校において，現行の手引きの中で「標準的」とし

ている12学級を下回る．また，新手引きの中にある，現在

6 学級未満で早急に統廃合等の対応すべき公立小学校数は，

全体の7.6%にものぼる（2014年度当時）．以上のことから

も，今後学校の統廃合が急激に進められる可能性は十分に

考えられる．このような学校の統廃合の問題は，さらに地

方部の不安を大きくする要因になるものである． 
一方で，小中学校の統廃合を検討する際，新手引きの中

で，公共交通・スクールバスの運行を前提とする内容が新

しく加えられている．そのため，今後，小中学校の統廃合

においては，スクールバスの重要性が増すことが予想され

る．なお，高校では既にスクールバスの運行が中止された

事例が報告されており 4)，スクールバスに関する議論は早

急に対応すべき課題であると考えられる． 

以上のように，地方部に居住している者は，以前と比較

し多様な不安を抱えていると考えられる．まずその不安の

詳細を把握することが求められている．その一方で，たと

え人口が減少しているような地方部であっても，地域全体

の実態として，賑わい等は衰退していない事例が報告され

ている 2) ．特にモビリティにおいては，公共交通に限らず，

一般的にデマンド型交通と呼ばれるモビリティやタクシー

等の活用を検討・運行することにより，自動車に依存せず

とも居住者の利便性が向上した事例が報告されている 5)． 
そこで本調査報告では，全ての都市活動を行う上での大

きな土台であり，地方部で一般的に利便性が低いと考えら

れる「モビリティ」に着目し，モビリティに対する不安に

ついて実態や傾向を把握する．その上で，今後導入が予想

されるスクールバスそのものや，スクールバス導入を契機

に導入可能な移動手段を運行することによって，実際にモ

ビリティに関する不安が軽減される可能性のある者の傾向

を分析する．以上を踏まえ，学校統廃合を契機に運行され

るスクールバスが，居住者の不安を軽減する可能性につい

て検討することを，本調査報告の目的とする． 
 
 
２．本調査報告の位置づけ 

小中学校の統廃合という観点から見ると，先述の通り文

部科学省は統廃合の手引き改定案を提示しており 3)，それ

以前より，統廃合について多くの事例が収集・紹介されて

いる 6)．また，小林ら 7)は農村地域の小中学校の統廃合と

地域全体の運営について言及し，三次ら 8)は統廃合の現状

だけではなく，その評価まで言及している．その中でもス

クールバスの重要性を述べており，若菜ら 9)は，スクール

バスと乗合バスとの関係性について言及している． 

学校統廃合を契機としたスクールバス導入に対する利用意向調査 

-中山間地域のモビリティに対する不安軽減という観点から- 
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なおスクールバスの運行について，国庫補助や地方交付

税等を活用した事例が多く報告されている 10)．特に児童生

徒の遠距離通学を緩和するスクールバスの運営に当たって

は，スクールバスの購入から実際の運営まで，幅広く補助

の対象となっており，東日本大震災の被災地においては，

「被災地通学用バス等購入費補助」として，復興特別会計

があてられている 11)．また，スクールバスの運営形態も多

様で，自治体・民間・PTAや地域協議会、地域の団体等が

上記の補助金等を活用しながら運営を行っている12)．更に，

地域公共交通会議等の中で議論されているように，タクシ

ーや路線バスを積極的にスクールバスとして活用するよう

推進されており，実際の事例も報告されている 12)13)． 
以上のように，スクールバスに関する制度が整備され，

数多くの事例が実際に取り組まれている．一方で，新規に

運行されるスクールバスが地域に与える影響について言及

した研究・報告は見られない．また，制度等についても事

例報告は数多いものの，居住者のニーズにあったスクール

バス運行にあたり，課題等を整理した文献も見られない． 
以上を踏まえ本調査報告では，地方部の中でも特に今後

多くの学校統廃合が予想される中山間地域を対象として，

現地調査や対象地区全世帯に対するアンケート調査等を実

施する．その上で，学校統廃合を契機に導入されるスクー

ルバスによって，居住者のモビリティに対する不安が軽減

されるか，検討する．更に上記不安軽減を考慮し今後のス

クールバスを運行するにあたり，制度等の課題をまとめる． 
具体的には，まず３．で本調査報告における対象地であ

る福島県いわき市三和地区の概要について記載する．また，

実施したアンケート調査の概要について合わせて説明する．

次に４．では，三和地区を対象としたアンケート調査の結

果を記載する．まず４．（１）では，居住者のモビリティに

対する意識を把握し，４．（２）ではその中でもスクールバ

スの利用意向等を明示する．５．では，スクールバス運行

によって，モビリティに対する不安が軽減する可能性，と

いう観点から分析を行う．分析内容としては，最も多くの

居住者が不安に感じている，「自動車が運転できなくなる不

安」を抱えている者の傾向を明らかにする．その上で，地

区居住者であれば誰でも利用することができるスクールバ

スが運行された場合，どの程度モビリティに関する不安が

軽減するのか，その傾向について明らかにする．更に６．

では居住者の今後の利用意向やスクールバスに関わる現状

の制度を整理していく中で，居住者のニーズに合わせたス

クールバスを実際に運行することができるのか，検討する．

最後に７．では結論として，本調査報告の成果をまとめる． 
以下に，本調査報告の特長をまとめる． 

1) 学校の統廃合が促進されている中，今後のスクールバ

ス運行の重要性は増しており，緊急性が高い内容につ

いて調査を実施している． 
2) 地方部を中心に多様な不安が顕在化している中，新規

スクールバス導入を契機に、少ない需要をまとめる形

式の移動手段を提供することによる居住者の不安が

軽減される可能性，という新しい観点から分析を実施

している． 
3) 地域・行政の協力を得た，信頼性の高い対象地全世帯

アンケート調査を行っていると同時に，居住者の多様

な状況・意識をカバーした分析を実施している． 
 
 
３．調査概要 

 

（１）調査対象地 

本調査報告では福島県いわき市三和地区全域を対象地と

している．選定理由を以下に記載する． 
1) いわき市は2011年3月11日に発生した東日本大震災

（以下，「本震災」と記載）は，居住者の日常生活に

おける意識に対して非常に大きな影響があったと考

えられる．特に本震災においては，地震の揺れによる

道路状況の悪化などの直接的な被害のみならず，物流

の遮断等の間接的な被害も多く存在した．その結果，

本震災被災地は，他地域と比較して交通手段が途絶す

る可能性を十分に認識している可能性が高い． 
2) 特に三和地区は，いわき市内にある 11 地区の中でも

最も面積が大きく，その8割以上が山地である．更に

高齢者率も4割程度となっており，日常生活における

移動が困難であり，居住者の移動に対する意識が他地

区より高いことが予想される． 
3) 三和地区は地区内の小中学校を統廃合するだけでは

なく，その統廃合を契機にスクールバスが運行される

ことが，既に決定されている． 
以上の理由より，三和地区で調査を行うことによって，

モビリティやスクールバス利用意向に関する居住者の率直

な意見を，数多く把握することができると考えられる． 
なお，三和地区の面積は約 214.9 ㎢（いわき市の約 1/6

程度），人口は 3,479 人（平成 26 年 8 月当時）となってい

る．そのうち，スクールバスを利用する可能性のある 15
歳以下の人口は 254 名で，三和地区全体の約 7%程度であ

る．また先述の通り，三和地区では小中学校の統廃合が実

施された．具体的には，平成26年時点では三和地区内には

小学校6校、中学校3校が分布していた．しかし，平成27
年4月より，小中学校それぞれ沢渡小学校と三和中学校の

1 校ずつに統廃合された．それぞれの小中学校の具体的な

分布については図－１に示す．また，三和地区においてス

クールバスの運行については，既に市行政によって住民に

対する説明会も実施されている．その中では，全ての児童

が55分以内で登下校することができる6つのルートが設定

されている．これらのルートは既存の路線バスの路線図を

活用している．ただし，三和地区で運行されている路線バ

スの多くがいわき市の中心であるいわき駅を発着としてい

るのに対し，スクールバスは小中学校の統廃合によって地

区内に唯一残存する中学校である三和中学校を発着とし運

行することが決定しており，住民説明会の中でも既に説明
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済みである．そのため，居住者はスクールバスと既存路線

バスがそれぞれ独立した事業であると既に認識していると

想定される．また，スクールバスの運行時間についても，

既存の路線バスの運行時間には依存せず，登校時は1便，

下校時は①小学生低学年用，②小学生高学年及び中学生（部

活なし）用，③中学生（部活あり）用，の3つの時間帯で

運行が予定されている． 
 

（２）ワークショップ概要 

平成26年10月5日（日）に三和ふれあい館にてワークショ

ップを実施した．実際に三和地区に居住している参加者の

率直な意見を聞くことはもちろん，今後のアンケート調査

や分析を行う上での参考材料として活用すること等を目的

としている．三和地区各地域の代表者16名が参加し，2班に

分かれ地区の問題点や解決策について議論を行った．なお，

班分けは，事前に把握していた「年齢」「性別」「役職」「地

域」等の情報を参考に，偏りのないよう配慮している． 
 

（３）アンケート調査概要 

日常生活での交通の実態や，今後のスクールバスに関す

る居住者の意識を把握するために，2014 年 11 月に三和地

区全世帯に対して，アンケート調査票をポスティングで配

布した．そのため，アンケート調査票配布中に地区内居住

者にアンケートの趣旨を説明すると同時に，スクールバス

に対する率直な意見について直接伺う機会もあり，そこで

得た意見を活用し，分析結果を考察している．なお，アン

ケート調査票は1世帯当たり2部ずつ配布している．三和

地区住民アンケートの全体像を表－１に示す．なお先述し

た住民説明会の中では，児童・生徒のみを対象としたスク

ールバス（以下，「スクールバス【児童・生徒のみ利用可】」）

の運行についてのみ説明を行っている．しかし，三和地区

も少子高齢化が進んでいるため，スクールバス【児童・生

徒のみ利用可】だけでは，十分な利用者が見込めず，継続

したバス運行は困難であることが予想される．そのため，

居住者も利用することのできるスクールバス（以下，「スク

ールバス【居住者も利用可】」）の利用意向も，アンケート

調査の中で同時に把握している．これにより，スクールバ

スをより柔軟に運行することによる居住者の利用意向も把

握している．図－１中に三和地区の全体図と公共交通分布，

地域別のアンケート回収率と地区別の居住者人口率・高齢

者率をそれぞれ数値で示す． 
 
 
４．調査対象地における居住者の意識 

 

（１）モビリティに対する意識の把握 

まず，対象地である三和地区において，居住者のモビリ

ティに対する意識について調査している．図－２では，三

和地区居住者の自動車・路線バスの利用頻度を地区ごとに

示している．次に図－３では，日常生活の中で抱えている

モビリティに対する不安について，地区別にその程度を示

す．更に，対象地で最もよく利用されている自動車が利用

できない場合，日常生活にどの程度の影響があるのか，「生

活の豊かさ」という観点から把握しており，その調査結果

を図－４に示す．以下，それぞれの図の考察を記載する． 
1) 図－２において，三和地区内のいずれの地域において

も 7~8 割以上の者が毎日自動車を利用しており，自

動車に依存している実態が浮き彫りとなった．一方，

路線バスにおいて，定期的に路線バスを使用している

者は全体の3%にも達していない．特にいわき市の中

心より遠い地域において，全く路線バスが利用されて

いない実態が明らかとなった． 
2) 図－３において，8割以上の者が「自動車を運転でき

なくなる」ことに対して不安を感じている実態が明ら

かとなった．先述の通り，三和地区においては多くの

者が自動車に依存している．今後三和地区ではより高

齢化が進み，自動車による移動が困難となる者が増加

する可能性は十分に考えられる．そのため，自動車以

外のモビリティを確保するなどの対策を打たなけれ

ば，多くの者が日常生活での移動に不安を抱えたまま

生活しなければならない可能性が明らかとなった． 
3) また図－３より，「子供の通学が大変になる」という

項目では，世帯に児童がいない者も含め地区全体の７

割以上の者が不安に感じている． 子供の通学が地区

全体の問題として認識されていると考えられる． 
4) 図－４において，９割以上の者が，自動車が運転でき 

 
表－１ アンケート調査全体像 

調査対象
いわき市三和地区

全世帯調査

配布・回収 直接配布・郵送回収

実施時期
2014年11月08日

　　　　　　　～11月28日

配布世帯数 1,004世帯(2,008部)

回収部数
(回収率)

278世帯
(27.7%)

316部回収

質問項目

・公共交通利用実態
・自動車利用実態
・目的別交通行動
・スクールバス利用意向
・公共交通利用意向
・居住地への意識
　（各種満足度・不安）
・個人属性
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(9%)

(22%)

(19%)

(16%)

(25%)
(28%)

(19%)

(16%)
(27%)

(17%)

(60%)

()は地区別アンケート世帯回収率

小学校（廃校）

中学校（廃校）

沢渡小学校

三和中学校
（統合校）

凡例

〔〕は〔地区別居住者人口率，高齢化率〕

〔10%，41%〕

〔12%，33%〕

〔10%，37%〕

〔7%，40%〕

〔6%，27%〕
〔11%，33%〕

〔11%，26%〕

〔11%，33%〕
〔5%，31%〕

〔14%，37%〕

〔3%，48%〕

 
図－１ 三和地区：地区全体図と公共交通分布 
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図－２ 地域別：自動車・路線バス利用頻度 
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図－３ 地域別：モビリティに関する不安 

 
なくなることで，日常生活が豊かでなくなると回答し

ている．その中でも７割程度の者が「日常生活さえま

まならない」ほど豊かさが欠落してしまうと回答して

おり，現状として改めて自動車に強く依存している実

態が明らかとなった． 
以上より調査対象地において，多くの居住者が自動車に

強く依存している一方で，常に自動車が運転できなくなる

不安を抱えたまま日常生活を送っているという実態が明ら

かとなった．また，子供の通学は地区全体の問題として認

識されていることも明らかとなった．ワークショップでの

意見交換やアンケート配布時の交流の中で居住者の意見を

聞くと，「今後の交通は子供のことを最優先に考えていく必

要がある」という意見があがった．特にワークショップで

は，作成した2班いずれにおいてもスクールバスが重要で

あるという声があがっており，スクールバス運行が三和地

区の中で重要事項と認識されていることが分かる． 
 

（２）スクールバス利用意向の把握 

本節では，三和地区でのスクールバスの利用意向につい

て明らかにする．まず，図－５において，地域ごとのスク

ールバスの利用意向についてアンケート調査の結果を示す．

その結果を踏まえたうえで，スクールバス【児童・生徒の

み利用可】を運行した場合，どの程度通学に関する不安が

軽減するのか，その結果を図－６に示す．同様に，スクー

ルバス【居住者も利用可】が運行されることにより，どの

程度居住者の不安を軽減することができるのか，図－７に

示す．また，スクールバスを運行することによって日常生

活がどの程度豊かになるかについて，アンケート調査の中

で把握しており，その結果を図－８に示す．なお，図－５・

図－６中のスクールバス【児童・生徒のみ利用可】の項目

においては，実際にスクールバス【児童・生徒のみ利用可】

を利用する可能性がある，世帯に児童・生徒がいる者のみ

を対象としている．以下，それぞれの図の考察を記載する． 
1) 図－５において，2割程度の者が定期的にスクールバ

ス【児童・生徒のみ利用可】を利用すると回答してい

る．地域別では，いわき市の中心より遠い地域におい

て定期的な利用の割合が増える傾向が示唆された． 
2) 図－５において，スクールバス【居住者も利用可】を

運行することによって，約半数程度の者が定期的な利

用意向を示す結果が得られた．また，相対的に現在路

線バスの運行本数が少ない地域において，スクールバ

ス【居住者も利用可】の利用意向が高い傾向にある． 
3) 図－６において，8割程度の者がスクールバス【児童・

生徒のみ利用可】によって，通学の不安が軽減する可

能性があると回答している． 
4) 図－７において，スクールバス【居住者も利用可】に

よって 4 割もの居住者の移動手段がなくなる不安が

軽減する可能性が示唆された．また，移動手段がなく

なる不安だけではなく，商業・医療施設に行けなくな

る不安も，3割程度の者が軽減すると回答している． 
5) 図－８において，スクールバス【居住者も利用可】を

運行することで，より多くの者の日常生活が豊かにな 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車が運転できなくなること

による日常生活の豊かさ(N=293)

あまり豊かでなくなる 日常生活さえままならない

豊かではなくなる

 
図－４ 自動車が運転不可になった場合の豊かさの変化 
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図－５ 地域別：スクールバスの利用意向 
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スクールバスによる通学に

関する不安軽減(N=48)
非常に軽減する

やや軽減する

どちらともいえない

全く軽減しない

 
図－６ スクールバス【児童・生徒のみ利用可】による通

学に関する不安の軽減の程度 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動手段がなくなる不安
(N=196)

商業施設に行けなくなる不安
(N=197)

医療施設に通えなくなる不安
(N=198)

非常に軽減する どちらともいえない

全く軽減しない

やや軽減する あまり軽減しない

 
図－７ スクールバス【居住者も利用可】の利用による

不安の軽減の程度 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スクールバス【児童・生徒のみ

利用可】(N=199)

スクールバス【居住者も利用可】
(N=212)

非常に豊かになる

やや豊かになる

どちらともいえない

あまり変わらない

変わらない

 

図－８ スクールバス運行による日常生活の豊かさの変化 
 

る可能性が示唆された． 
以上より，現状として公共交通が利用されていない地

域・運行本数が少ない地域において，特にスクールバスの

利用意向が高い傾向が示唆された．また，スクールバス【居

住者も利用可】のように，少ない需要をまとめたバスを運

行することで，居住者の日常生活での不安を軽減する効果

がある可能性が，本調査より示唆された． 
 
 

５．スクールバス運行に対する居住者の意識に関する傾向 

 

（１）モビリティに対する不安に関する傾向 

前章までは居住地におけるモビリティの実態や意識の把

握を行った．そこで本節では，４．の中で明らかとなった

モビリティに関する不安の中でも，最も多くの者が不安で

あると回答した「自動車が運転できなくなる不安」につい

て，その傾向を定量的に明らかにする．上記を踏まえ，次

節でスクールバス【居住者も利用可】を利用することによ

りモビリティに関する不安をどの程度軽減するのか，その

傾向を明らかにする．上記2分析を比較することによって，

スクールバス【居住者も利用可】が三和地区住民のモビリ

ティに対する不安を軽減する可能性があるのか検討する． 
本節の分析においては，図－３の中で日常生活において

自動車が運転できなくなることが「不安」・「やや不安」と

回答した者を，「不安である」と判断し，数量化Ⅱ類分析に

よってその傾向を明らかにする．実際の分析結果を図－９

に示し，以下考察を記載する． 
1) 大分類「自動車」において，自分が自由に使える自動

車を持っていない者・自動車の利用頻度が低い者にお

いて，今後自動車が運転できなくなる不安が大きい傾

向が示された． 
2) 大分類「リスク認識」において，いずれの項目におい

てもそのリスクを認識している者の方が，自動車が運

転できなくなる不安が大きい傾向が示された．特に，

医療や高齢者送迎など，福祉に対するリスクを認識し

ている者について，上記不安の傾向が顕著に出ている． 
3) 大分類「ソーシャルキャピタル」において，地域や行

政に対する信頼が高い者の方は，自動車が運転できな

くなる不安が大きい傾向が明らかとなった． 
4) 大分類「個人・地域属性」において，年齢・職業とい

った項目が自動車に関する不安に大きく影響を与え

ている可能性が示唆された． 
以上より，現在の自動車利用実態など以外にも，商業・

医療施設の撤退に対する認識が，自動車が運転できなくな

る不安に寄与している結果が示唆された．また，居住地や

地域住民に対して信頼・満足度が高い者は今後自動車が運

転できなくなる不安を抱えている傾向が明らかになった． 
 

（２）スクールバスによる不安軽減に関する居住者の傾向 
本節では，４．でモビリティに対する不安を軽減する効 

大分類 項目 カテゴリ サンプル 相関 レンジ

高 104
低 80
高 42
低 142
高 33
低 161

家族車 44
自分車 140

高 143
低 51

高 136
低 48
高 151
低 33
高 152
低 32
高 150
低 34
高 133
低 51
多 91

74
少 19

高 101
低 83
高 41
低 143
高 94
低 90
高 83
低 101

男性 99
女性 105

∼39歳 25
40∼64歳 80
65∼歳 78

農林水産 29
就業 81

その他 74
高 142
低 42
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少 136
高 61
低 123
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59
遠 89
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0.17
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0.57

0.40

0.19
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0.12

0.58
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0.95

1.15

0.22

0.22
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図－９ 自動車が運転できなくなる不安に関する傾向 
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大分類 項目 カテゴリ サンプル 相関 レンジ

高 135
低 41
高 34
低 141
高 57
低 119

家族車 31
自分車 145

高 130
低 46

高 135
低 41
高 156
低 20
高 143
低 23
高 144
低 32
高 140
低 36
高 123
低 43
多 91

74
少 19

高 94
低 72
高 44
低 132
高 91
低 85
高 76
低 100

男性 97
女性 79

∼39歳 23
40∼64歳 68
65∼歳 85

農林水産 25
就業 78

その他 73
高 130
低 46
多 39
少 137
高 54
低 122
近 30

52
遠 94

変化なし 不安軽減

0.40

上記可能性
認識数

0.26 0.31

リスク認識

0.12

0.15

0.11

0.10

0.34

0.19

0.26

0.10

0.53

0.36
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認知度 0.28

利用頻度 0.91

満足度 0.98

0.06
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0.19

自動車

自動車保有
タイプ

0.69

利用頻度 1.33

0.17

0.26

商業施設
撤退可能性
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医療施設
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0.64

高齢者送迎
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図－１０ スクールバス【居住者も利用可】によるモビリ

ティの不安軽減に関する傾向 
 

果を示したスクールバス【居住者も利用可】の運行によっ

て，不安が軽減する者の傾向を明らかにする． 具体的には， 
図－７の中でスクールバス【居住者も利用可】の運行によ

りモビリティに対する不安が「非常に軽減」・「やや軽減」

と回答した者を，「不安軽減」であると判断し，数量化Ⅱ類

分析によってその傾向を明らかにする．実際の分析結果を

図－１０に示し，以下考察を記載する． 
1) 大分類「自動車」において，自分が自由に使える自動

車を持っていない者・自動車の利用頻度が低い者にお

いて，スクールバス【居住者も利用可】による移動手

段喪失の不安が軽減する可能性が示された．なお，自

動車の利用頻度別にスクールバス【居住者も利用可】

の利用頻度意向を見ると，実際に自動車を利用してい

ない者ほど利用頻度意向が高い傾向が確認された． 
2) 大分類「リスク認識」において，リスクを認識してい

ない者はスクールバス【居住者も利用可】による不安

軽減の可能性が低い傾向が示唆された． 
3) 大分類「ソーシャルキャピタル」においても，地域や

行政に対する信頼が高い者の方が，不安を軽減しやす

い傾向が示された． 
なお図－９より，公共交通に満足している者は自動車が

運転できなくなることに対する不安が大きい傾向が示唆さ

れた．その一方図－１０より，スクールバス【居住者も利

用可】によってその不安が軽減しない可能性が示された．

これは，現在ある公共交通を実際に利用し，公共交通に一

定の満足を感じている者の方が，地区の移動に関する実態

を把握しており，モビリティの不安を感じやすい傾向にあ

る一方，スクールバス【居住者も利用可】によって公共交

通が衰退する可能性があると認識していることが，理由と

して考えられる．そのため，モビリティに対する不安を軽

減するためには，まず現在の公共交通を利用し，地区に公

共交通を残していくという考え方が重要となってくると考

えられる． 
 
 

６．今後のスクールバス運行に関する検討 

 

（１）スクールバス【居住者も利用可】の利用意向に関す

る要因分析 

前章までは，スクールバス【居住者も利用可】の運行に

より，居住者の不安や生活の豊かさにどの程度の変化があ

るのか，定量的に分析を行った．次に本章では，モビリテ

ィに関する不安低減に向けて，スクールバス【居住者も利

用可】を導入した場合，どのような者がスクールバス【居

住者も利用可】を利用する可能性があり，利用者は実際に

不安を軽減させることができるのか，という居住者視点か

ら実現可能性について考察する．また，そもそもスクール

バス【居住者も利用可】を導入することが可能であるか，

という制度面からも考察を加える． 
まず本節では，居住者の利用意向について，その要因を

分析する．なお本節の分析においては，図－５の中でスク

ールバス【居住者も利用可】を「利用したい」・「やや利用

したい」と回答した者を，「利用したい」者と判断し，数量

化Ⅱ類分析によってその傾向を明らかにする．実際の分析

結果を図－１１に示し，以下考察を記載する． 
1) 大分類「リスク認識」において，いずれの項目におい

てもそのリスクを認識している者の方が，スクールバ

ス【居住者も利用可】に対する利用意向が高い傾向を

示した．特に，商業施設が利用できなくなる可能性が

あると考えている者について，上記傾向が顕著であり，

スクールバス【居住者も利用可】が買い物活動の移動

手段となることを期待している可能性があると考え

られる． 
2) 大分類「ソーシャルキャピタル」においても，地域や

行政に対する信頼が高い者の方が，利用意向が高い傾

向が示唆された． 
図－１０・図－１１から，「リスク認識」・「ソーシャルキ

ャピタル」といった項目に着目すると，スクールバス【居

住者も利用可】に利用意向を示している者とスクールバス

【居住者も利用可】導入によりモビリティに関する不安が

軽減する者において，同様の傾向が示された．スクールバ

ス【居住者も利用可】への利用意向を高めていくことが，

モビリティの不安軽減につながる可能性が示唆された． 

Ⅰ-4
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大分類 項目 カテゴリ サンプル 相関 レンジ

高 72
低 54
高 26
低 100
高 11
低 115

家族車 33
自分車 93

高 93
低 33

高 96
低 30
高 110
低 16
高 114
低 12
高 114
低 12
高 114
低 12
高 97
低 29
多 91

74
少 19

高 71
低 55
高 17
低 109
高 60
低 66
高 57
低 69

男性 73
女性 53

∼39歳 12
40∼64歳 75
65∼歳 39

農林水産 17
就業 62

その他 47
高 102
低 24
多 25
少 101
高 38
低 88
近 27

39
遠 68

利用しない 利用したい

0.82

-0.02

上記可能性
認識数

0.03

リスク認識

0.13

0.03

0.03
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図－１１ スクールバス【居住者も利用可】利用意向に 

関する傾向 
 
なお公共交通に関する情報を得る手段について調査して

おり，その結果を図－１２に示す．本調査回答者の6割程

度が公共交通に関する情報を得ることができないと回答し

ている一方，2 割程度の者は，地域の回覧板やチラシによ

って公共交通に関する情報を得ているという実態が明らか

となった．また，図－１３において，スクールバス【居住

者も利用可】の利用意向別に回覧板の閲覧頻度を見ている．

統計的に有意な結果は得られなかったものの，週1回程度

の利用意向を示している者において，回覧板閲覧頻度が高

くなる傾向にあると考えられる．スクールバス【居住者も

利用可】などモビリティに関する情報を回覧板等で広報し

情報を提供することにより，スクールバス【居住者も利用

可】を高める可能性があると考えられ，その結果として居

住者のモビリティの不安の軽減につながると考えられる． 
 
（２）現状の制度から見るスクールバス運行に関する検討 
本節では，現状の制度を整理していく中で，前節までの

調査・分析をふまえ，実際に居住者のニーズに合わせたス

クールバスを運行することができるのか検討する．以下，

バスの運送事業体系別に考察する． 
1) 学校や自治体自身が一切を保有・運行する「自家用バ

ス」，一定の範囲内で運送することのできる「特定旅

客自動車運送事業」，契約により一個の自動車を貸切

り旅客運送する「一般貸切旅客自動車運送事業」は制

度上，スクールバス【居住者も利用可】の運行は難し

い．そのため上記3事業でのスクールバス運行は，本

調査報告で明らかとなったモビリティに対する不安

の軽減程度より小さくなることが予想される． 
2) 「特定旅客自動車運送事業」は特定の場所の往復輸送

のみが目的とされている．そのため本事業でスクール

バスを運行した場合は，約3割程度の居住者が期待し

ている，商業・医療施設に行けなくなる不安軽減の程

度は小さいものになると考えられる． 
3) 「一般貸切旅客自動車運送事業」においては，2012

年 4 月に発生した関越道高速ツアーバス事故によっ

て運賃・料金制度等の見直しが行われ，運賃の値上げ

等が余儀なくされ 14)，スクールバス運行見合わせの事

例も見られる 4)．なお，スクールバス等の長期契約と

なる場合は，割安な運賃設定が可能となる制度が整っ

ている．しかし，利用された前例がないことがネック

となって，制度が活用されてないのが実態である． 
4) 一般的に「乗合バス」と呼ばれる「一般乗合旅客自動

車運送事業」により，スクールバスと類似したバスが

運行されている．本事業は児童・学生のみに乗客を限

定せず，幅広い居住者の利用が見込める．なお，路線

を設定する際に学校施設周辺を優先する，児童・学生

を対象にして割引制度を導入する，などによりスクー

ルバスとして位置付けられている 15)．また，本事業は

2002 年の道路運送法改定により，規制が大幅に緩和

された．その一方で，実際にバスの運行計画を策定に

関わる部分は改定前後で大きな変化はみられない．ま

た，日々の細やかな変化や人の流れなどを考慮した場

合，スクールバスの運行形態として「一般乗合旅客自

動車運送事業」は不向きであると考えられる． 
5) 「自動車有償運送」によるスクールバス運行は「公共 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通に関する

情報を得た手段(N=225)
チラシ

説明会

回覧板

日常会話

市の広報

得ていない

 
図－１２ 公共交通に関する情報を得る手段 
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週1回程度(N=65)

週2～3回程度(N=2)

週5回程度(N=1)

将来利用したい(N=10)

全く閲覧しない

あまり閲覧しない

閲覧することもある

閲覧する

非常によく閲覧する

 
図－１３ スクールバス【居住者も利用可】利用意向別：

回覧板閲覧頻度割合 
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の福祉を確保するためにやむを得ない場合において

期間を限定して運送を行う」場合において運行が許可

されている．事例として居住者の需要に合わせたバス

運行が行われているが多い 16)．しかし，従来から地域

に根付き，より厳しい基準をクリアしている「一般乗

合旅客自動車運送事業」の撤退等につながる可能性が

指摘されている 17)．更に，本事業によるバス運行は，

市行政等の支援が当然であると居住者は認識しやす

い．そのため，本調査報告の中でも明らかとなった，

現在の公共交通を利用し，地区に残していく必要性を，

居住者が認識しにくくする可能性が考えられる． 
以上のように，現状の制度では居住者の需要に合ったス

クールバス運行は困難な場合が多いと考えられる．ただし，

運賃が割安になる制度等が整備されている一方で，前例が

ないなどの理由でせっかくの制度が活用されていないのが

実態である．学校の統廃合の促進に伴い，スクールバスの

重要性が増しており，スクールバスを管理する体制そのも

のを整備していく必要があると考えられる． 
 
 
７．結論 

本調査報告で得られた成果は以下の通りである． 
1) スクールバス【居住者も利用可】の運行により，モビ

リティに対する不安はもちろん，商業・利用施設へ行

けなくなる不安など，複数の不安が軽減する可能性が

示された．新規スクールバス導入などを契機に，少な

い需要をまとめる形式の移動手段を提供することに

よって，中山間地域に居住している者の不安の一部を

軽減する可能性があるということが，本調査報告の最

も重要な成果であると考えられる． 
2) 要因分析の結果，自動車が運転できなくなる不安を抱

えている者・スクールバス【居住者も利用可】による

モビリティの不安軽減する可能性がある者・スクール

バス【居住者も利用可】に利用意向を示した者，の3
者において，公共交通や商業・医療施設の撤退に対す

る意識や，地元住民・行政等に対する信頼などにおい

て，類似した傾向が示唆された．またアンケート結果

より，実際にスクールバス【居住者も利用可】の利用

意向を示した回答者（約 80 名程度）のうち，約 6 割

以上の者が，実際に運行された場合モビリティに関す

る不安が軽減すると回答している． 
3) 「一般貸切旅客自動車運送事業」では前例がないなど

の理由により，補助策が活用されていない．小中学校

統廃合の手引きが改定され，今後統廃合が促進されて

いく中，スクールバスの課題に取り組む体制そのもの

を整備し，居住者の不安を軽減するよう取り組んでい

くことが必要であると考えられる． 
なお本調査実施にあたり，いわき市行政経営部，および

都市建築部都市計画課総合交通対策室の方々にご協力を頂

いた．記して謝意を表する． 
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